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島津製作所 CSR調達への取組み

株式会社 島津製作所

調達部

2022年 サステナビリティ調達説明会
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1-1. 導入：環境に関する世界の取組み

6

「CO２排出量2060年まで実質ゼロ」
を宣言

・英、2030年にガソリン車の販売を停止予定
・炭素国境調整メカニズム(CBAM)を発表、
2023年から「炭素税」の導入を予定

2050年のカーボンニュートラル達成に
向け、グリーン成長戦略を策定

・2050年の達成を目標に
カーボンニュートラルを宣言

・パリ協定に復帰

約90ヶ国・地域が脱炭素・化石燃料使用の

削減、途上国の「損失と被害」に関する補
償の在り方などを議論（COP27)

 国際情勢の変化の影響を受けながらも、世界各国で「脱炭素」に向けた取組が加速
 直近は努力目標ではなく、法的な規制を伴う必須条件へ変化



1-2. 導入：人権に関する世界の取組み

7企業の持続的な成長のため、取り組まなければならないもの

社会全体の福利厚生のため、取り組むことが望ましいもの

政府が「ビジネスと人権に関する行動計画」を策定政府が「ビジネスと人権に関する行動計画」を策定

東証が 「コーポレートガバナンス・コード」を改訂、人権尊
重を明記

東証が 「コーポレートガバナンス・コード」を改訂、人権尊
重を明記

経団連が「企業行動憲章実行の手引き 」を改訂、

人権デュー・ディリジェンスプロセスの導入に関する記述を
追加

経団連が「企業行動憲章実行の手引き 」を改訂、

人権デュー・ディリジェンスプロセスの導入に関する記述を
追加

欧米圏を中心に、人権デュー・ディリジェンスの法制化に向けた
取組が進む

欧米圏を中心に、人権デュー・ディリジェンスの法制化に向けた
取組が進む

 サステナビリティ・CSRは、「取り組むことが望ましいもの」から
「取り組まなければならないもの」に変わりつつある
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CSR調達ガイドライン

CSR調達ガイドラインの
公開

アンケート調査
（CSRセルフアセスメン

ト）

の実施

ステップ 1

取引先様の状況・課題に
即した支援策などの

検討・提案

ガイドラインのご確認 アンケートへのご回答

CSRセルフアセスメント

改善策を検討・実施
行政の支援制度・
補助金事業、
専門機関の

コンサルティング

社外の支援・補助

当社から
紹介

ステップ 2 ステップ 3

取引先様

サプライヤー
コミュニケーション

今後の時代に備えた、
サプライチェーン全体の

競争力強化

「CSR調達」推進のプロセス並びにタイムスケジュール

 2022年1月5日、 CSR・サステナビリティ全般を網羅する「CSR調達ガイドライン」を公開
 チェックシート・ヒアリング調査等を通じ取引先様のCSR・サステナビリティ全般への

取組み状況を確認、結果に応じて支援策などの紹介・提供を行う

2-1. 島津製作所の取組：「CSR調達」の推進
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CSR調達ガイドライン

アンケート調査
（CSRセルフアセスメン

ト）

の実施

取引先様の状況・課題に
即した支援策などの

検討・提案

ガイドラインのご確認 アンケートへのご回答

CSRセルフアセスメント

改善策を検討・実施
行政の支援制度・
補助金事業、
専門機関の

コンサルティング

社外の支援・補助

当社から
紹介

ステップ 2 ステップ 3

取引先様

サプライヤー
コミュニケーション

今後の時代に備えた、
サプライチェーン全体の

競争力強化

「CSR調達」推進のプロセス並びにタイムスケジュール

CSR調達ガイドラインの
公開

ステップ 1

’２２年１月～３月

 2022年1月5日、 CSR・サステナビリティ全般を網羅する「CSR調達ガイドライン」を公開
 2022年3月の説明会並びに当社ウェブサイトにて内容を公開・周知

2-2. 「CSR調達」の推進経過：ガイドラインの公開
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１．人権・労働
人権・多様性の尊重、児童労働や強制度労働の排除、結

社の自由の保障、外国人労働者の雇用 など

２．安全・衛生
産業衛生、緊急時への備え、従業員の健康管理 など

３．環境
認証の取得、環境負荷・CO2の削減、省エネの推進、

使用物質の管理

４．倫理
コンプライアンス、輸出管理、情報セキュリティ、

紛争鉱物、地域社会との調和 など

５．BCP(事業継続計画) 
計画の有無及び実施に向けた訓練・準備の状況CSR調達ガイドライン

 CSR調達ガイドラインの公開
 「人権・労働」「安全・衛生」「環境」「倫理」「BCP(事業継続計画)」 の５つの分野について 対応する必要

性が高まっている項目を集約

2-2. 「CSR調達」の推進経過：ガイドラインの公開



2-2. 「CSR調達」の推進経過：ガイドラインの公開
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CSR調達ガイドライン

CSR調達ガイドラインの
公開

ステップ 1

取引先様の状況・課題に
即した支援策などの

検討・提案

ガイドラインのご確認 アンケートへのご回答

CSRセルフアセスメント

改善策を検討・実施
行政の支援制度・
補助金事業、
専門機関の

コンサルティング

社外の支援・補助

当社から
紹介

ステップ 3

取引先様

サプライヤー
コミュニケーション

今後の時代に備えた、
サプライチェーン全体の

競争力強化アンケート調査
（CSRセルフアセスメント）

の実施

ステップ 2

’２２年３～５月

「CSR調達」推進のプロセス並びにタイムスケジュール

 「CSR調達ガイドライン」各項目への取組状況を、アンケート調査（SAQ）を通じ確認
 ’22年5月に一部の取引先様（計117社）に対し調査を実施

2-3. 「CSR調達」の推進経過：調査の実施
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確認項目

1. 人権・労働

２．安全・衛生

３．環境

４．倫理

５．BCP
（事業継続計画）

＊島津製作所CSR調達ガイドラインで
取組の推進・強化を推奨している項⽬

関連規定の有無関連規定の有無

運用の状況

結果の確認・是正

2-3. 「CSR調達」の推進経過：調査の実施
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2-4. 「CSR調達」の推進経過：調査の結果

※本画像は回答例のイメージです
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結果

60-79点

32社

30-59点

39社

全ての項目に対し、充分な水準の取組を実施中

全ての項目に対し、一定水準以上の取組を実施中

一部の項目に限定し、関連の取組を実施中

取引先 計117社 に対し

セルフアセスメント（自主評価）を実施

面談調査などで
各取引先様の課題を明確化

課題解決に向けた支援策の紹
介

80-100点

46社

2-4. 「CSR調達」の推進経過：調査の結果
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結果

60-79点

32社

30-59点

39社

全ての項目に対し、一定水準以上の取組を実施中

一部の項目に限定し、関連の取組を実施中

取引先 計117社 に対し

セルフアセスメント（自主評価）を実施

面談調査などで
各取引先様の課題を明確化

課題解決に向けた支援策の紹
介

80-100点

46社

• 全ての項目に対し、充分な水準の取組を実施中

• 社内にCSRに関するマスタープランが存在
• 近年の政策・産業界の取組などと方向性が一致

2-4. 「CSR調達」の推進経過：調査の結果
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結果

60-79点

32社

30-59点

39社

一部の項目に限定し、関連の取組を実施中

取引先 計117社 に対し

セルフアセスメント（自主評価）を実施

面談調査などで
各取引先様の課題を明確化

課題解決に向けた支援策の紹
介

80-100点

46社

全ての項目に対し、充分な水準の取組を実施中

• （一部）社内にCSRに関するマスタープランが存在。
• 独自の取組を実施中。
• 但し、それが直近のの動向・要望と一致しない場合がある。

2-4. 「CSR調達」の推進経過：調査の結果
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結果

60-79点

32社

30-59点

39社

全ての項目に対し、充分な水準の取組を実施中

全ての項目に対し、一定水準以上の取組を実施中

取引先 計117社 に対し

セルフアセスメント（自主評価）を実施

面談調査などで
各取引先様の課題を明確化

課題解決に向けた支援策の紹
介

80-100点

46社

• CSRに関するマスタープランは不在。
• 個別に関連の取組を実施中

2-4. 「CSR調達」の推進経過：調査の結果
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結果

60-79点

32社

30-59点

39社

全ての項目に対し、充分な水準の取組を実施中

全ての項目に対し、一定水準以上の取組を実施中

取引先 計117社 に対し

セルフアセスメント（自主評価）を実施

面談調査などで
各取引先様の課題を明確化

課題解決に向けた支援策の紹
介

80-100点

46社

• CSRに関するマスタープランは不在。
• 個別に関連の取組を実施中

2-4. 「CSR調達」の推進経過：調査の結果

＊全体の傾向＊

• 取組の度合いは、事業規模と相関あり

• 人権・労働とBCPの２分野で、特に取組の強化が望まれる

• ご回答の精度：関連の取組を実施中であるにも関わらず、
設問には未実施と回答頂く場合あり
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CSR調達ガイドライン

CSR調達ガイドラインの
公開

アンケート調査
（CSRセルフアセスメン

ト）

の実施

ステップ 1

ガイドラインのご確認 アンケートへのご回答

CSRセルフアセスメント

改善策を検討・実施 行政の支援制度・
補助金事業、
専門機関の

コンサルティング

社外の支援・補助

当社から
紹介

ステップ 2

取引先様

サプライヤー
コミュニケーション

今後の時代に備えた、
サプライチェーン全体の

競争力強化
取引先様の状況・課題に
即した支援策などの

検討・提案

ステップ 3

’２２年６月～
計10社と実施

「CSR調達」推進のプロセス並びにタイムスケジュール

 関連する取組の詳細確認を目的に訪問調査を実施（サプライヤー・コミュニケーション）
 調査の結果として、課題を認めた仕入先様に対し希望がある場合はフォローアップを実施

2-5. 「CSR調達」の推進経過：サプライヤー・コミュニケーション
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省エネ診断の紹介

・生産拠点のエネルギー使用量を可視化・数値化し、
省エネ・固定費削減に向けた具体的な解決策を提供

廃油・廃プラの共同回収

・IoT技術で廃棄物の発生量をリアルタイムで把握
・回収頻度を最適化し、回収時の炭素排出量を削減

BCP（事業継続計画）作成方法の共有

・BCP未策定の仕入先様に対し、最初の体制構築に向けたサポートを実施
・BCP（防災）の雛型など、関連資料を紹介・提供

 希望する仕入先に対し、発見した課題へのフォローアップを実施

2-5. 「CSR調達」の推進経過：サプライヤー・コミュニケーション
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 ・SAQ（アンケート）について
 規格や認証の取得は必須ではありません

 ・御社独自の社会貢献活動

 ・就業規則を明文化し、適切な条件にて従業員を雇用

 ・地域との交流

 ・資源のリサイクル

 → CSR関連の取組

 ・「CSR」の受け止め方
 何か複雑なもの・敷居が高いものと思われる傾向

 一部「必須でない＝法制化されていない」分野がある

 → 多くの取引先様において、対応実績の存在を確認

 → 御社は既にCSRに取り組んでおられます

2-6. 「CSR調達」の推進経過：サプライヤー・コミュニケーションの結果
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確認項目

1. 人権・労働

２．安全・衛生

３．環境

４．倫理

５．BCP
（事業継続計画）

＊島津製作所CSR調達ガイドラインで
取組の推進・強化を推奨している項⽬

関連規定の有無関連規定の有無

運用の状況

結果の確認・是正

’２２年１２月～
*詳細は別途ご案内致します

3. チェックシートご回答のお願い
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島津製作所の健康経営について

株式会社島津製作所
人事部 健康・安全センター
センター長

古田 大
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健康経営とは

健康経営

日本における健康経営の取組

「The Healthy Company（1992）」 Robert H. Rosen
従業員の健康増進を重視し、健康管理を経営課題として捉え、その実践を図ることで
従業員の健康の維持・増進と会社の生産性向上を目指す経営手法

2015年 経済産業省＋東京証券取引所：健康経営銘柄の選定を開始
2017年 健康経営優良法人制度が開始

「健康経営銘柄」に2年連続で選定。健康経営優良法⼈〜ホワイト500〜には6年連続で認定

・経済産業省と東京証券取引所が共同
で選定

・上場企業の中で28業種50社が選定

・優良な健康経営を実践している
企業を顕彰

・⼤規模法⼈は498法⼈が認定

（2022,3） （2022,3）
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健康経営サイト：ミル・ミル・Genki （
https://www.shimadzu.co.jp/mirumiru-genki/）
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サステナビリティ調達説明会(ウェビナー)

＜プログラム＞
1. ご挨拶
2. サステナビリティ調達

・CSR調達ガイドライン
・セルフアセスメント(SAQ)

3. 健康経営の取組み
4. 紛争鉱物調査の動向、

英国現代奴隷法

5. グリーン調達
5-1 ⽶国TSCA規制
5-2 欧州REACH規則と

廃棄物枠組み指令
5-3 欧州RoHS指令

〜 Q ＆ A 〜
6．パートナーシップ構築宣⾔の公表

〜第2部〜 ChemSHEPRA Tips
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責任ある鉱物調査対応

3TG+コバルト＋マイカ
/CAHRAs/Annex Ⅱリスク

責任ある鉱物調達とは

「CSRの観点から、人権侵害などのリスクのある鉱物を使用しないように努めること」

近い将来は・・・
各国におけるデュー・ディリジェンス（DD）関連法規制への対応

→多鉱物/サプライ（バリュー）チェーン全体/ESGリスク対応へ

紛争鉱物対応

3TG/DRC+9/紛争

CSR（ESG）リスク対応

RM
AP

CM
RT/EM

RT

現状（2022年調査）は・・・
 RMIの製錬所監査プロセス（RMAP）がカバーする範囲

（3TG+コバルト+マイカ/CAHRAs/Annex Ⅱリスク）

企業に求められる「責任ある鉱物調達」の範囲

当初は・・・
 米国ドッド・フランク法に基づく対象範囲がベース

3TG/DRC+9/紛争への加担（武装勢力への資金源）

32JEITA資料より引用



EU紛争鉱物規則 -⽶国法との⽐較-

33

⽶国ドッド・フランク法（DFA） EU紛争鉱物規則

発効⽇ 2010年7⽉ 成⽴
2012年8⽉ SEC実施規則 施⾏

2017年7⽉ 発効
2021年1⽉ 全⾯適⽤（デュー・ディリジェンス義務化）

対象者 ⽶国上場の製造業者 EUに鉱物（鉱⽯・未加⼯⾦属）を輸⼊する企業
（＊）部品・製品の状態で輸⼊している企業は対象外

対象リスク 武装勢⼒の資⾦源か否か OECD ANNEX II ベース
（児童労働を含む⼈権侵害全般）

対象鉱物 スズ、タンタル、タングステン、⾦ スズ、タンタル、タングステン、⾦

対象地域 DRC及び周辺国 紛争地域および⾼リスク地域（CAHRAs)

事業者が
⾏うこと

1．3TG使⽤有無、原産国調査
2．サプライチェーンのデュー・ディリジェンス
3．年次報告書提出

１．サプライチェーンのデュー・ディリジェンス
２．年次報告書提出
３．EU加盟各国による事後確認

 EUのCAHRAsリストは2020年12月公開以降、予定通り4半期ごとに更新。
 川下企業向けの透明性プラットフォームの公開は、2022年の予定。

→プラットフォームへの情報登録はボランタリーだが、欧州川下企業のDDが活発化する可能性あり
 EUによる責任ある製錬所リストは2023年以降に公表の予定。
 EUによる規則の見直し（鉱物追加や川下企業へのDD義務化等）は、2023年以降となる見通し



RMAPに影響を与える規制 ロシア・ウクライナ情勢

34

◎ロシア・ウクライナ情勢による責任ある鉱物調達への影響

 RMI（責任ある鉱物イニシアチブ）は3月10日、米政府などのロシア制裁を受け、RMAPへの影響に関する声
明を発表。

 RMIは相互認証しているLBMAが対ロ制裁のため認証を一時停止したロシアの金精製所6社を
RMAP（責任ある鉱物監査プログラム）適合リストから削除（2022年3月現在）。

CID000493 - JSC Novosibirsk Refinery –Gold 
CID000929 - JSC Uralelectromed - Gold
CID001204 - Moscow Special Alloys Processing Plant - Gold
CID001326 - OJSC "The Gulidov Krasnoyarsk Non-Ferrous Metals Plant" 

(OJSC Krastsvetmet) - Gold
CID001386 - Prioksky Plant of Non-Ferrous Metals - Gold
CID001756 - SOE Shyolkovsky Factory of Secondary Precious Metals - Gold

 RMIは現在、RMAPに参加する製錬所13社から所有者/受益者及び組織体制に関する最新情報を
入手し、それらが制裁対象者・事業体に関与するかどうかの確認中。

 制裁は遡及効果を持たないため、指定された時期（本年3月）以降に適用されるが、制裁の影響について
は、個社で法務部門等確認することを推奨。

 事業継続計画（BCP）の視点から顧客企業からの確認・調査依頼が増える恐れがある



今後のトレンド（リスクの拡⼤イメージ）

E
S
G
リ
ス
ク
の
拡
大

対象鉱物の拡大

企業が『責任ある鉱物調達』のために考慮すべき鉱
物／地域／リスクは今後も拡大する方向

その他のESGリスク
（労働・安全衛⽣など） コバルト・マイカ

環境リスク (EMRT)調査本格化
ESGリスク

さらに拡⼤へ

児童労働、贈収賄、
資⾦洗浄、脱税 など

EU規則 DRC インド、マダガスカル
をNGOが調査ボリビア

⼈権侵害
の

武装勢⼒への資⾦供与
（DRC及び周辺国以外） ミャンマ

UWSA
ー

 Annex Ⅱリスクを対象
武装勢⼒への資⾦供与
（DRC及び周辺国）

DRC DRC DRC DRC  CAHRAsを対象
 OFAC規制等制裁の確認

従来の枠組み（DF法）

ESGリスク

鉱物 ⾦ 錫 タン
タル

タング
ステン

コバ
ルト マイカ

ニッケル
銅

アルミニウム
リチウム

など
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■CMRT：Rev.6.22（2022/5/11 最新版）

→4/23（Rev. 6.2）、5/6（Rev.6.21）がリリースされるもいずれもマイナーなバグ修正のみ

＜Rev.6.1からの主な修正内容＞
 Instruction の表現一部修正（IPC-1755 との整合）
 Country Code の最新版へのアップデート
 チェッカー機能の一部修正
 Product List の行挿入・削除機能の追加
 Smelter List の説明部縮小
 C 列で、"Smelter not listed" or "Smelter not yet identified"を選択した後、Ｄ列で、

SSN 表記が含まれる場合の自動表示

。

※CMRTの具体的な記入要領については、別途JEITAウェブサイトに資料を掲載予定

2022年調査対応で使⽤する帳票

調査実務に⼤きな影響を与える修正はなく、基的に昨年調査と同じ
要領で回答すればよい
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■EMRT（Extended Mineral Reporting Template)：
→2021年10月20日初版（Rev1.0）リリース。最新版は、2022年11月4日にリリースされた
Rev1.11。

EMRT記入ガイド(1.0)も公開

EMRT 1.0 Completion Guide_Jun012022_JPN.pdf (responsiblemineralsinitiative.org)
Rev1.11の主な修正点
・不具合への対応
・IPC1755A規格に抵触しない機能⾯での改善（Smelter Listのフィルター/検索機能追加）
・Smelter Listの更新
・Declaration回答選択肢の⾊転換の問題
・Declarationシート問A、BとDの中国語訳

対象鉱物︓ コバルト・ 天然マイカ
→Declarationシートの設問1）~7）はコバルト、天然マイカ別に回答選択可能。

→設問A~Fは、設問Cのみ鉱物別に回答選択可
（設問Cは認証製錬業者から調達を要求しているかの設問）

 将来的に、その他鉱物もEMRTに追加・統合されていく方向
 ※EMRTの具体的な記入要領については、別途JEITAウェブサイトに資料を掲載予定
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弊社紛争鉱物調査にご協力ありがとうございます。

 弊社の⽅針とお取引先へのお願い

⽅針
「OECD（経済協⼒開発機構）の紛争鉱物デュー・デリジェンスガイダンス」に従って、サプ
ライチェーンを適切に管理運営します。

お願い
-コンフリクトフリースメルター（紛争と関わりの無い製錬所）から調達することをお願いします。
-ご回答はProductレベルにてお願いします。（Companyレベルではなくという意味です）
-増加しているEMRT(コバルト、天然マイカ等）調査にご対応ください。

38
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【参考】紛争鉱物調紛争鉱物用語集査に使われる略
語
3TG Tantalum, Tin, Tungsten, Gold タンタル、錫、タングステン、金

CAHRA  Conflict‐Affected and High‐Risk Area 紛争地域および高リスク地域

CMRT Conflict Minerals Reporting Template 紛争鉱物調査報告テンプレート

EMRT Extended Mineral Reporting Template 拡張紛争鉱物調査テンプレート

DRC Democratic Republic of the Congo コンゴ民主共和国

DDG Due Diligence Guidance デューデリジェンスガイダンス

OECD  Organization for Economic Co‐operation 
and Development

経済協力開発機構

RMAP Responsible Minerals Assurance Program 責任ある鉱物監査プログラム

RMI Responsible Minerals Initiative 責任ある鉱物イニシアチブ

SEC United States Securities and Exchange
Commission

米国証券取引委員会

SOR Smelter or Refiner 製錬所もしくは精製所

SSN Standard Smelter Name 標準製錬所

39
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現代版奴隷防止法への対応について

私たちは、奴隷労働や⼈⾝売買に反対し、国際的に宣⾔されている⼈権を認め、事業活動を⾏ってお
り、「Modern Slavery Act2015（現代版奴隷防⽌法）」への年度ごとの取組みおよび今後の取組み
予定を毎年声明として開⽰し、島津グループのみならずサプライチェーン全体で推進しています。
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㈱島津製作所 お取引先
サステナビリティ調達説明会(ウェビナー)

＜プログラム＞
1. ご挨拶
2. サステナビリティ調達

・CSR調達ガイドライン
・セルフアセスメント(SAQ)

3. 健康経営の取組み
4. 紛争鉱物調査の動向、

英国現代奴隷法

5. グリーン調達
5-1 ⽶国TSCA規制
5-2 欧州REACH規則と

廃棄物枠組み指令
5-3 欧州RoHS指令

〜 Q ＆ A 〜
6．パートナーシップ構築宣⾔の公表

〜第2部〜 ChemSHEPRA Tips
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⽬次

1. TSCAとは

2. PBT5物質 PIP(3:1)について

3. 取引先様へのお願い
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1．TSCAとは

■規制名 ︓ ⽶国有害物質規制法 (TSCA)
■所管 ︓ ⽶国環境保護庁 (EPA)
■⽬的 ︓ 有害な化学物質による⼈の健康や環境へのリスクを防⽌
■規制開始 ︓ 2021年3⽉8⽇ (法律は1977年1⽉に発効、改正法は2016年6⽉に発効)
■今回の規制内容 ︓ 第6条(h)に基づき、下表のPBT(難分解性,⽣物蓄積性,毒性を有する)物質

を含有する製品(product)、成形品(article)の製造、加⼯および商業的流通
を禁⽌および制限

No. Title 化学名 CAS No. 影響
§751.405 DecaBDE デカブロモジフェニルエーテル 1163-19-5 極少

§751.407 PIP (3:1) リン酸トリス
（イソプロピルフェニル） 68937-41-7 有り

§751.409 2,4,6-TTBP 2,4,6-トリ-tert-ブチルフェノｰル 732-26-3 極少

§751.411 PCTP ペンタクロロチオフェノール 133-49-3 極少

§751.413 HCBD ヘキサクロロブタジエン 87-68-3 極少

■規則適⽤PBT5物質
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2．PBT5物質について_PIP(3:1)

■PIP(3:1)はプラスチック材料に幅広く使⽤されており、罰則適⽤時に⼤きな影響を受ける
ため対応が必要です。樹脂材料以外(⾦属、ガラスなど)は低リスク。

■EPA は PIP(3:1)の規制猶予の期限を 2024 年 10 ⽉末とする最終規則を公布しました。
■罰則適⽤の対象・対象外以下の通り。

【対象】
・Distribution in commerce (輸⼊、製造、在庫、市場流通、輸出が禁⽌されます) 
【対象外】
・ FDA(⽶国⾷品医薬品局)にて規制される医療機器
・グリース潤滑油(Record Keepingは必要)
【その他】
・保証(適合証明)公表,提出は不要。

No. Title 化学名 CAS No. 影響

§751.407 PIP (3:1) リン酸トリス
（イソプロピルフェニル） 68937-41-7 有り
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規制は有効

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

4-9⽉ 10-3⽉ 4-9⽉ 10-3⽉ 4-9⽉ 10-3⽉ 4-9⽉ 10-3⽉

3．島津製作所の取り組み

PIPPIP含有調査

11/1以降
納⼊禁⽌

PBT規則
改定 11/1以降

PIP罰則
開始

設計変更対応

関係性は不明

最終規則
発効 追加コメント予定

・規制適⽤⽇の基準
・修理⽤部品への適⽤

・閾値の設定

 弊社の対応
 グリーン調達基準でPIP(3:1)を「禁⽌物質」とします。
 既存品でPIP(3:1)の含有が判明したものは速やかに設計変更致します。

EPA
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■ PIP(3:1)含有報告
・10/31までに含有報告のない製品はPIP(3:1)不使⽤とみなしております。

11/1以降に弊社測定などで発覚した場合はグリーン調達基準違反(不適合)となり
ます。

■ 「PIP(3:1)含有」の品⽬について
・含有する製品は代替品のご報告をお願いいたします。
・グリス・潤滑油は対象外ですが、「Record Keeping」として含有量の情報伝達が

必要です。該当する製品についてはchemSHEPRAまたは要件に対応したSDSの
ご提出をお願いいたします。

3．取引先様へのお願い
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㈱島津製作所 お取引先
サステナビリティ調達説明会(ウェビナー)

＜プログラム＞
1. ご挨拶
2. サステナビリティ調達

・CSR調達ガイドライン
・セルフアセスメント(SAQ)

3. 健康経営の取組み
4. 紛争鉱物調査の動向、

英国現代奴隷法

5. グリーン調達
5-1 ⽶国TSCA規制
5-2 欧州REACH規則と

廃棄物枠組み指令
5-3 欧州RoHS指令

〜 Q ＆ A 〜
6．パートナーシップ構築宣⾔の公表

〜第2部〜 ChemSHEPRA Tips
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(4) 欧州REACH規則、廃棄物枠組み指令について

１. 化学物質管理の重要性

２. SVHC（⾼懸念物質）とは

３. chemSHERPAの活⽤について

4.  調査状況の報告
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1．化学物質管理の重要性

49引⽤元（アーティクルマネジメント推進協議会(JAMP)）

・世界各国で環境規制は強化されており、規制に対応しない製品は販売できない
・違反すると社名公表され、製品回収や罰⾦が科せられ、企業の信⽤が失墜する
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2．SVHC (⾼懸念物質):⼈体/環境に悪影響のある物質

(1) REACH規則で認可対象の候補物質
・ 認可対象物質 候補リスト(Candidate List)として欧州化学品庁(ECHA)のサイトで公開
・ 現在の対象物質は224物質、半年毎に物質が追加される

(2) REACH規則における義務 → EU販売の成形品に、0.1wt%以上SVHCが含有する場合

・ ECHAへの情報提供義務 (1t/年 以上)
・ 消費者(川下ユーザ)に安全な使⽤条件と物質名を提供する義務 （要求があれば45⽇以内）

(3) 廃棄物枠組み指令におけるSVHC情報提供の義務化
・ EUで販売される成形品に0.1wt%以上SVHCが含有する場合

→ データベース(SCIP)への登録義務
SVHC :⾼懸念物質(Substances of Very High Concern)
ECHA︓欧州化学品庁、読み⽅はエカ
SCIP ︓Substances of Concern In articles, as such, or in complex objects Products、EUの化学物質データベース、読み⽅はスキップCopyright©2022 Shimadzu Corporation. All right Reserved.
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3．chemSHERPA の活⽤

どんなSVHCが？

どれだけ？

どこに？どんな材料に？

含まれるか

引⽤元（アーティクルマネジメント推進協議会(JAMP)）
SCIP_ガイドライン

(1)SCIPデータベースへの登録情報

特に情報が必要な項目

成形品

（Ver.2.02からSCIP対応）

の使用が最適
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3．chemSHERPA の活⽤

お取引先様

島津製作所

引⽤元（アーティクルマネジメント推進協議会(JAMP)）
SCIＰ_ガイドライン

(2)SCIPデータベース登録の流れ
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4．chemSHERPA の活⽤(お願い）

1）製品名、階層名、部品名の半⾓英数字化する
・グローバル対応のため、Ver2.07以降はエラーになる予定(現在Ver2.06)

2）閾値(0.1wt%)に関係なく、SVHC含有情報はすべて報告する
・何を分⺟とするかで含有率が変わり、扱いが変わる可能性があります。

3）カタログ品は、メーカーにSCIP（SVHC含有）情報の⼊⼒を要請する

4) メーカーがchemSHERPA利⽤不可でも、SVHC情報は伝達する。

5) chemSHRPAには可能な限り含有物質情報を⼊⼒する。
・Ver.3.0以降は全物質の⼊⼒が推奨されます。

chemSHRPAによる含有物質情報の提出をお願いします
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4．chemSHERPAの活⽤（JAMP webサイトの活⽤）

■chemSHERPA説明資料
https://chemsherpa.net/aboutchemsherpa （基本）
https://chemsherpa.net/docs/description （実務・⼊⼒説明）

→ chemSHRPAの説明資料や簡易マニュアルに相当する説明動画があります。

■SCIP対応ガイドライン
https://chemsherpa.net/news/chemsherpa/?p=2624

→ SCIP対応のためのchmeSHERPAの利⽤⽅法、ルールが記載されています。

引⽤元（アーティクルマネジメント推進協議会(JAMP)）
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調査件数︓ 86,511 品⽬

回答済︓62,585 品⽬
調査中︓23,926 品⽬

回答率︓72 ％

４．調査状況

含有物質（REACH)調査の状況 （2022年 9⽉末時点）

今期⽬標

回答率︓80%以上



㈱島津製作所 お取引先
サステナビリティ調達説明会(ウェビナー)

＜プログラム＞
1. ご挨拶
2. サステナビリティ調達

・CSR調達ガイドライン
・セルフアセスメント(SAQ)

3. 健康経営の取組み
4. 紛争鉱物調査の動向、

英国現代奴隷法

5. グリーン調達
5-1 ⽶国TSCA規制
5-2 欧州REACH規則と

廃棄物枠組み指令
5-3 欧州RoHS指令

〜 Q ＆ A 〜
6．パートナーシップ構築宣⾔の公表

〜第2部〜 ChemSHEPRA Tips
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⽬次

1. RoHS適⽤除外

2. RoHS不適合事例

3. 取引先様へのお願い
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1．RoHS適⽤除外

58

■RoHS適⽤除外とは
適⽤除外は制限物質を含有するものの、技術的、科学的に代替が難しいものを期限付きで認めたも
のです。物質⽤途、使⽤量の制限、有効期間が細かく定められています。

除外番号 概要（略称） 備考

III-2(b)(4)
III-3(a)

いずれも⽔銀
ランプ

LEDなどへの代替技術がある。
EU以外でも⽔俣条約により各国で規制される。

III-4(e) メタルハライドランプ LEDやXeランプへの代替技術がある。

III-6(b) アルミ合⾦中の鉛 コンサルによる評価時において、細分化により
0.3w%にするように勧告がなされた。

III-7(a) ⾼融点はんだ中の
鉛

コンサルによる評価時において、細分化により⼿は
んだによる配線⽤の⾼融点はんだが満了になる懸
念が⽣じた。

III-8(b) 電気接点中の
カドミウム

代替技術があるため、除外延⻑申請書作成が
難航した。

IV-13 カウンタウェイトに使
われる鉛

代替技術があるため、除外延⻑申請書作成が
難航した。

除外番号 概要（略称） カテゴリ/期限

III-5(a) 陰極線管のガラスの
鉛

カテ8General、カテ９General
2021/07/21の満了が確定。

カテ8 IVD
2023/07/21の満了が確定。

カテ9 産業⽤途は未確定。

III-5(b) 蛍光管のガラスの鉛

III-7(b) サーバー⽤ネットワー
ク機器のはんだの鉛

III-7(c)-IV IC中のコンデンサの
PZTベースの絶縁
体セラミック材料の
鉛

III-21 ガラス上のエナメル
⽤途の印刷インク中
の鉛とカドミウム

IV-6 X線テスト試料に含
まれる鉛

（１）除外期限が確定したもの （2）代替技術の普及により延⻑交渉が困難なもの
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 2019年度以降、33件のRoHS不適合が発⽣し、内31件はフタル酸含有

ケーブル被覆,ゴムに含有のケースが最多(48%)

①
RoHS
適合管理

①RoHS適合管理︓⾮含有保証書の未取得
②在庫管理︓RoHS 品/⾮RoHS品の混在
③製造ライン︓⾮RoHSラインと共⽤による汚染

を起因とする不適合が多発

◎部品別 ◎原因別（上位85%）

①RoHS適合管理

②在庫管理

③製造ライン
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2．RoHS不適合事例

59Copyright©2022 Shimadzu Corporation. All right Reserved.



4．取引先様へのお願い

60

■ RoHS適⽤除外
・取り扱い製品のRoHS適⽤除外使⽤有無の確認
・適⽤除外がある場合、有効期限や延⻑申請に関する情報収集
・除外期限到来前に変更届による代替品の情報のご報告

■ RoHS不適合管理
RoHS違反を発⽣させると、EU圏での製品回収や社名公表など甚⼤な損失を伴います。
また、グリーン調達は当社の要求事項ですが、お取引様の責務でもあります。
ついては、不適合を発⽣させないよう、継続的⾃主的な予防処置と回避策の実施をお願いします。
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Q & A
チャットよりご質問をお願い致します。



㈱島津製作所 お取引先
サステナビリティ調達説明会(ウェビナー)

＜プログラム＞
1. ご挨拶
2. サステナビリティ調達

・CSR調達ガイドライン
・セルフアセスメント(SAQ)

3. 健康経営の取組み
4. 紛争鉱物調査の動向、

英国現代奴隷法

5. グリーン調達
5-1 ⽶国TSCA規制
5-2 欧州REACH規則と

廃棄物枠組み指令
5-3 欧州RoHS指令

〜 Q ＆ A 〜
6．パートナーシップ構築宣⾔の公表

〜第2部〜 ChemSHEPRA Tips
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パートナーシップ構築宣⾔の
公表について
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パートナーシップ構築宣⾔の公表

島津製作所はこのたび、関係⼤⾂や、経済界代表で構成される「未来を拓くパートナーシップ構築推
進会議」の趣旨に賛同し「パートナーシップ構築宣⾔」を公表しました。
「パートナーシップ構築宣⾔」は、サプライチェーンの取引先様や価値創造を図る事業者の皆様との
連携・共存共栄を進めることで、新たなパートナーシップを構築することを宣⾔するものです。

１．サプライチェーン全体の共存共栄と規模・系列などを超えた新たな連携
取引先の皆様とのCSR活動の取り組みや技能競技会やQC研究会などの活動による製造技術⼒の向上、更に
健康増進のための情報発信や当社技術の活⽤に取組むことを宣⾔。

２．「振興基準」の遵守
①価格決定⽅法
②型管理などのコスト負担
③⼿形などの⽀払条件
④知的財産・ノウハウ
⑤働き⽅改⾰等に伴うしわ寄せ

３．その他（任意記載）
当社のサステナビリティ憲章や調達⽅針に基づく活動を宣⾔。

「パートナーシップ構築宣⾔」ポータルサイト
https://www.biz-partnership.jp/

＊「パートナーシップ構築宣⾔」で検索頂ければ
⾒つけられます。

「パートナーシップ構築宣⾔」ポータルサイト
https://www.biz-partnership.jp/

＊「パートナーシップ構築宣⾔」で検索頂ければ
⾒つけられます。
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最後_ご挨拶
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ご参加ありがとうございました。

説明会後、アンケートをお送りします。
ご協⼒をお願い致します。

本セミナーに関するお問合せ
調達部 開発⽀援グループ 環境規制対策チーム
green@group.shimadzu.co.jp

Copyright©2022 Shimadzu Corporation. All right Reserved.

第2部 購⼊取引先様、材料加⼯メーカ様へchemSHERPA作成⽅法のコツ
ご参加可能な⽅は、このまま退出せずにお待ちください。


